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四国のコンクリート診断士に
期待するもの

ーコンクリート診断士制度を創った思いとはー

東京大学 名誉教授

魚本 健人

コンクリートサミット in 
高知

2018.09.28

１．土木分野の現状
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年齢別人口分布の変化（予測）
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土木学会100周年記念切手（2015.09.01発売） （土木学会HPより）

公共事業関係予算
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平成28年度予算 政府案

一般会計 歳出総額 967,218億円
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公共事業関係費の推移

（1968年度） （1978年度） （1988年度） （1998年度） （2008年度） （2016年度）

財務省 財政統計データより作成

注） 昭和43年度～平成20年度は決算額。平成28年度は当初予算額。

社会保障関係費

国 債 費

地方交付税交付金等

その他

文教及び科学振興費
防衛関係費

0

5

10

15

20

25

30

35

昭和43年度 昭和53年度 昭和63年度 平成10年度 平成20年度 平成28年度

（兆円）

公共事業関係費

約6割減

8



3

9

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

0 100 200 300 400 500 600 700 800

就業者数（万人）

実
質

建
設

投
資

額
（
兆

円
）

2000年基準で
換算

2008年

1976年

建設投資額と就業者数の予想

2050年で
就業者数が
全体の10％
～6％？

2050年で
建設投資額
は20兆から
40兆円？

10

15

20

25

30

35

H2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

（％）

建設業就業者： 55歳以上： 34％
29歳以下： 11％

高齢化が進行しており，次世代への技術承継が大きな課題。

出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省で算出

全産業（５５歳以上）

全産業（２９歳以下）

建設業：約３割が５５歳以上

建設業：２９歳以下は約１割

（年）
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建設業就業者の高齢化

２．自然災害および
構造物劣化による
被害

12

最近の主な自然災害事例（平成23年～24年）
東日本大震災（H23.3）

台風第12号（H23.9）

地すべり崩落箇所の拡大の見込みや応
急対策工法について技術支援を行い、住
民の安全確保に貢献

液状化により被災した河川堤防の復旧方
法について技術的助言を行い、洪水期の
安全確保に貢献

土砂災害における二次災害防止のた
めの技術支援

津波により被災した道路橋の健全性を調査し、
復旧方法について技術的助言を実施

土研式水位観測ブイによる天然ダムの水位監視、土
石流の想定氾濫区域の解析と避難区域の設定、土石
流検知センサーの設置、避難者の一時帰宅基準の作
成に関する技術的支援を行い、住民の安全確保に貢
献

新燃岳の噴火（H23.1）

降灰による土石流の想定氾濫区域の解析と避難
区域の設定、土石流検知センサーの設置など、技
術的支援を行い、住民の安全確保に貢献

新潟県上越市の融雪
地すべり災害（H24.3）

地すべりの連続観測や応急対策等に
ついて技術支援を行い、地すべりの
沈静化に貢献

静岡県浜松市の
地すべり災害（H25.4）

堤防決壊における応急復旧のための技術支援

九州・梅雨前線による大雨（H24.7）
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平成27年版防災白書ほか

自然災害による死者および行方不明者 （1945-2014）

地震力による
ピルツ橋の倒壊

（阪神淡路大震災）
1995年1月16日

福岡トンネル 1,054k839m付近

コンクリート片落下による事故（トンネル安全問題検討会）

1999年6月27日発生

16

落橋事例：鉄筋コンクリート橋 16

主桁１段目の鉄筋は腐食により消失。

２段目鉄筋も露出し、腐食。
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供用年数と補修の実施の有無（耐久性検討委員会）
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補修等が必要

概ね健全

直轄管理橋の現状（定期点検結果）

構造物を維持管理する場合に大切な
ことは構造物の性能を常時確保するこ
とであり、例えば以下に示す原因に対す
る対策等である。

1. 地震・台風に対する対策
2. 津波・洪水などに対する対策
3. 降雪・降雨に対する対策
4. 各種事故や火災に対する対策
5. テロリズム等に対する対策
6. 活荷重、頻度や速度の増大の対策
7. 経年劣化に対する対策
8. その他

構造物の各種性能が失われる原因と対策 笹子トンネルでのコンクリート床板落下による事故

（写真：大月消防署）

http://mainichi.jp/graph/2012/12/07/20121207k0000m040098000c/001.html
http://mainichi.jp/graph/2012/12/07/20121207k0000m040098000c/001.html
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最近の損傷事例

橋 梁 名：妙高（みょうこう）大橋（高田河川国道）

橋梁形式 ： 4径間連続PC箱桁橋
（プレキャストブロック）

橋長： L=300.0m， 竣 工：1972年

下床版下面・箱桁内定着部付近の
PC鋼線の腐食・破断

・下床版下面コンクリート補修工事の際、発見
・グラウト充塡不足、排水処理への配慮不足

PC鋼線の破断事例【妙高大橋】 21

PC鋼線の腐食・破断

３．コンクリートの
耐久性上問題となる
のは何か

○セメント
ポルトランドセメント
混合セメント

○骨材
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粗骨材

○水
○混和材料
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コンクリートの構成材料

7
0
-7

5
％

2
5
-3

0
％

体積

コンクリート中の骨材とセメントペースト

細
骨
材

粗
骨
材

ひ
び
割
れ

セメントペースト

空 隙



7

コンクリートとセメントペースト

一般にコンクリートに使用される骨材

（砂、砂利）はセメントペーストより強
度も高く、弾性率も大きい。

コンクリートの主要な特性である強度
などの品質はセメントペーストの品質で
制御している。

コンクリートは種々の材料からなる複
合材料であり、空隙を含む多孔材料であ
ると同時に、脆性材料である。

コンクリートは既に100年以上の使用実績があり、
コンクリート工学も今までの様々な経験に基づく
「経験工学」が確立されている。

原理が必ずしも厳密には明確になって
いなくとも、どの様に取扱えばよいかは
既にある程度明らかにされていると思わ
れている。

限られた範囲の中でコンクリートは使用されており、
何か問題が発生すると、その対策を考えるという方
法が採用されてきた。

実用上、あ
まり困らな

い！

コンクリート構造物の耐久性で大切なこと

良質の構成材料をうまく選定し、
セメント粒子の水和反応がきちんと
反応するように製造・施工すること

多くの場合、
材料の選定ミスや施工不良が

品質に大きな影響を
及ぼす！

しかし、構造物の
環境によっては
思わぬ結果が
発生する！

・凍結融解 ・（地震）
・摩耗・疲労 ・（火災）
・化学薬品（酸など）
・中性化（腐食）

・海砂
・海洋・沿岸構造物（海水・飛沫）
・アルカリ骨材反応など
・中性化とコンクリートの変質
・酸性雨
・凍結防止剤

昭和40年頃まで

現在に至る

注目されていた劣化・耐久性
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小林一輔（こばやし・かずすけ）氏 東京大学名誉教授。工学博士。1929年東京生まれ。54
年東京大学土木工学科卒業後、運輸省（現、国土交通省）に入省し、運輸技術研究所勤務。58
年から東京大学生産技術研究所。76年教授。90年から2000年まで千葉工業大学教授。「コン
クリートが危ない」（岩波新書）で講談社出版文化賞を受賞。

1999年5月20日刊行

桟橋の鉄筋腐食（撮影：加藤絵万）

コンクリート構造物の劣化事例
30

腐食した
PC鋼より線
の疲労
による破断

劣化原因別問題発生から対策完備まで
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アルカリ骨材反応を起こしていた橋脚
（阪神淡路大震災：1995年）

コンク
リートが
細かく割
れている

アルカリ骨材反応による破断鉄筋の状況
（土木学会ホームページより）

鉄筋破断圧接破断

コンクリート構造物の置かれる状況

コンクリート製土木構造物は次のような条件
下で使用される。

１）自然環境に直接暴露される。
温度、湿度、風、雨、雪、凍結、日照、
紫外線、振動、衝突、摩耗、火災、その他

２）50年～100年以上の長期使用を要求される。
長期耐久性ばかりでなく、維持管理の容易
さが求められ、さらに安価で材料等の入手
が容易であることが必要となる。

・荷重の増大
（重量，頻度）

・環境の変化
塩化物 （海水および凍結防止剤）
炭酸ガス 他，温度
酸性雨，湿度
社会変化 他

・材料 他

アルカリ骨材反応，セメント
海産骨材 他

主 な 劣 化 原 因
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耐久性を損なう劣化原因と対策

構造物の耐久性を考慮するためには

○ 耐久性を損なう劣化原因・劣化機構を
明らかにすることが大切である。

○ 劣化原因とその機構が明らかであれば
対策を考えることが出来る。

○ 劣化原因の除去

○ 劣化の進行制御
対策 ｛

コンクリートの劣化原因

（注）ひび割れそのものは劣化に起因するとは限らない。また、施工不良も劣化ではない。

38

劣化の種類 原 因 原因の分類

磨 耗 砂等による磨り減り 環境

疲 労 反復荷重の作用 外力

凍結融解 内部水の凍結融解繰り返し 環境

アルカリ骨材反応 骨材とアルカリの化学反応 材料

鋼材腐食（中性化） 炭酸ガスによるコンクリートのアルカリ性喪失 環境

鋼材腐食（塩 分）
コンクリート含有塩化物による腐食 材料

コンクリート中への塩化物浸透 環境

化学的侵食 酸等によるセメント水和物の分解，膨張，溶解 環境

高 温 ・ 火 災 水和物の脱水反応による劣化，爆裂 環境

ひび割れ（外力等） 荷重等による応力 外力

ひび割れ（温度等） 変形の拘束 環境

そ の 他
（施工不良）

コンクリート材料及び配合不備 材料

かぶり不足，グラウト充填不足 施工

充填不良（ジャンカ），
打継ぎ不良（コールドジョイント），
材料分離，養生不足等

施工

４．維持管理に必要
な技術とは？

これからの社会の需要

突発的な火事・地震などの災害防止快適な道路･鉄道など

豊かで安心できる生活

安全で定常的なエネ
ルギー・食料の供給環境対策と公害防止
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41

これからは安全で国民が安心して住める
国土・都市を建設することが大切

これからの我国の問題としては

1. 耐震構造物の建設・補強
2. 台風・津波などに対する対策
3. 火災時に対する対策
4. 各種事故に対する対策
5. テロリズムに対する対策
6. 経年劣化に対する対策

これからの建設業が期待される分野

維持管理の基本

構造物の維持管理は、構造物の目的を達成するために、
要求される性能が確保されるように行うものとする。

平成19年1月
鉄道構造物等
維持管理標準・同解説（構造物編）
コンクリート構造物
鉄道総合技術研究所編

構造物の維持管理者は、予定供用機関を通じて構造物
の性能を許容範囲内に保持するように維持管理計画を策
定し、所用の維持管理体制を構築の上、構造物を適切に
維持管理しなければならない。

2007年制定 コンクリート標準示方書
維持管理編、
土木学会

維持管理に関する法令・要領等

道路管理者は、道路を常時良好な状態を保つように
維持し、もって一般交通に支障を及ぼさないように
努めなければならない。

道路法 第４２条 道路の維持又は修繕

定期点検は、安全で円滑な交通の確保、沿道や
第三者への被害の防止を図るための橋梁に係る

維持管理を効率的に行うために必要な情報を得ること
を目的に実施し、損傷状況の把握、対策区分の判定、
点検結果の記録を行うこととする。

平成16年3月 橋梁定期点検要領（案）
国土交通省道路局国道・防災課

43

スタート

構造物１次調査

構造物２次調査

補修？ 補強？

補強補修

＜耐久性＞ ＜耐久性・耐荷力＞

補修の
要否の
判定

原因・程度
の調査・判定

一般的な構造物の維持管理フロー

Y 
Y 

N

N

非破壊検査は
主に２次調査

1次調査は主に
目視検査と打音
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コンクリートの維持管理に必要な技術は？

1．建設後の構造物の検査

2．検査結果に基づく劣化診断

3．劣化診断に基づく原因解明と補修・補強等の必要性判断

４．必要となった場合の補修・補強の選定と設計

5．補修・補強の実施

６．補修・補強完了後の経過観察と評価

７．記録の保管と確認

コンクリート標準示方書の変遷

平成8年制定 コンクリート標準示方書 [設計編] 1996.3

平成8年制定 コンクリート標準示方書 [施工編] 1996.3

平成8年制定 コンクリート標準示方書 [ダム編] 1996.3

平成8年制定 コンクリート標準示方書 [舗装編] 1996.3

平成8年制定 コンクリート標準示方書 [耐震設計編] 1996.7

平成8年制定 コンクリート標準示方書[規準編] 1996.3

平成11年制定 コンクリート標準示方書 [規準編] 1999.11

平成11年制定 コンクリート標準示方書－耐久性照査型－ [施工編] 2000.1
2001年制定コンクリート標準示方書 [維持管理編] 2001.1
2002年制定コンクリート標準示方書 [構造性能照査編] 2002.3
2002年制定コンクリート標準示方書 [耐震性能照査編] 2002.12
2002年制定コンクリート標準示方書 [施工編] 2002.3
2002年制定コンクリート標準示方書 [ダムコンクリート編] 2002.3
2002年制定コンクリート標準示方書 [舗装編] 2002.3
2002年制定コンクリート標準示方書 [規準編] 土木学会規準 2002.3
2002年制定コンクリート標準示方書 [規準編] 2002.3
2005年制定コンクリート標準示方書 [規準編] 土木学会規準および関連規準 2005.3
2005年制定コンクリート標準示方書 [規準編] JIS規格集 2005.2
2007年制定コンクリート標準示方書 [設計編] 2008.3
2007年制定コンクリート標準示方書 [施工編] 2008.3
2007年制定コンクリート標準示方書 [維持管理編] 2008.3
2007年制定コンクリート標準示方書 [ダムコンクリート編] 2008.3
2007年制定コンクリート標準示方書 [規準編] 土木学会規準および関連規準 2007.5
2007年制定コンクリート標準示方書 [規準編] JIS規格集 2007.5
2010年制定コンクリート標準示方書 [規準編] 土木学会規準および関連規準 2010.11
2010年制定コンクリート標準示方書 [規準編] JIS規格集 2010.11
2012年制定コンクリート標準示方書 [基本原則編] 2013.3
2012年制定コンクリート標準示方書 [設計編] 2013.3
2012年制定コンクリート標準示方書 [施工編] 2013.3
2013年制定コンクリート標準示方書 [維持管理編] 2013.1
2013年制定コンクリート標準示方書 [ダムコンクリート編] 2013.1
2013年制定コンクリート標準示方書 [規準編] 土木学会規準および関連規準 2013.11
2013年制定コンクリート標準示方書 [規準編] JIS規格集 2013.11

土木学会コンクリート標準示方書の変遷

JSCE Guidelines

For Concrete 2007

1) Design

2) Materials and

Construction

3)  Maintenance
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直轄国道の橋梁点検

 直轄国道では、供用後２年以内に初回点検を実施

 ２回目以降は、５年に１回の頻度で定期点検を実施

49

出典：国土交通省

耐久性を高めるには

• 100年以上の高い耐久性を確保することが必要と
されているコンクリート構造物をどのようにして建
設、維持管理するかが重要である。

• 最も必要なことは、コンクリート内部への有害物
質等の浸透を防ぐことである。

耐久設計と維持管理技術向上

潜伏期 進展期 加速期 劣化期

劣
化
の
程
度

有害イオン
の進入

有害イオン
の鉄筋到達

鉄筋腐食
とひび割れ

鉄筋腐食
と剥落

（例）コンクリート構造物の鉄筋腐食

腐食ひび割れ

錆汁

非破壊検査で
判定できないか

51

各種検査におけるロボット技術の適用
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公共土木施設長寿命化検討委員会 報告書
平成18年3月、北海道建設部

損傷度 一般的状況
点検健全

度
健全度
係数

判定区分 R α（％）

Ⅰ 
損傷が著しく、交通安全確保の支障となる
恐れがある。

1 0

Ⅱ
損傷が大きく、詳細調査を実施し補修・補
強の要否の検討を行う必要がある。

2 25

Ⅲ 
損傷が認められ、追跡調査を行う必要が
ある。

3 50

Ⅳ 
損傷が認められ、その程度を記録する必
要がある。

4 75

OK 点検の結果から、損傷は認められない。 5 100

橋梁維持管理マニュアル（案）による評価（平成16年4月）

主桁 横桁 床版

劣化診断ソフトに
よる診断

劣化原因
塩分供給，
かぶり不足

塩分供給，
かぶり不足

塩分供給

劣化程度 Ⅳ Ⅲ Ⅲ

道路保全センター
の点検要領による
診断結果

劣化原因
塩分供給，
かぶり不足

塩分供給，
かぶり不足

塩分供給

劣化程度 Ⅲ Ⅲ Ⅲ

1966年建設

エキスパート
システムを
活用した
診断例

対象橋梁は，海岸から至近の距離
にあり，塩害による劣化が著しい。

打継目の橋軸直角方向のひび割れ。 床版部分のかぶりコンクリートが
剥落し，鉄筋の露出が確認できる。

主桁，横桁ともにかぶりコンクリート
が剥落し，鉄筋の露出が確認できる。

構造物性能評価のための各種検査

構造物の
要求性能

安全性能

耐久性能

使用性能

第三者影響度
に関する性能

美観･景観

現状の耐震要求性能に適合して
いるか否かの構造的な検討

ひび割れ等を考慮した剛性、た
わみ性等に関する性能

時間経過後の安全性能

時間経過後の使用性能

時間経過後の第三者影響度

時間経過後の美観･景観

コンクリートの剥離・剥落に関す
る性能

配筋図、強度、鉄筋断面、示方書等

変位、変形、振動、等

鉄筋腐食量、ひび割れ分布、剥離等

各種劣化・変状予測、各性能予測等

劣化原因の
特定

外観、変状調査、位置特定等

非破壊
検査+そ

の他

設計時の条件、
設計図書等は？

古い構造物
の安全性を
確保するた
めには？

建設完成時
図書は？

検査結果に基づく
判断・判定は？

完成後の定期的
な検査結果は？

今後の構造物
利用計画は？

補修・補強の
詳細情報は？

どの程度の費用を
かけられるのか？

環境等の変化に
関する情報は？

国民・社会がこれ
からどのように利

用したいのか

重要

56
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コンクリート構造物の目視検査で
見つけられる変状は表面

１） 汚れ、水滴とその程度

２） ひび割れとその程度

３） 点錆・錆汁とその程度

４） かぶりコンクリートの剥離・剥落
とその程度

特に変状
がない

検査では何を見る？

物理的な劣化は
ある程度目視で
も推定できるが

定性的

今までの劣化診断における非破壊検査

全体構造の診断

部材の診断

特定面の診断

部分的診断
超音波、打音、X線、レーダー、電磁

誘導、シュミット、プルアウトなど

デジタルカメラ、レーザー、
赤外線、マルチスペクトルなど

AE、自然電位、変位計測
ひび割れ分布など

常時微動計測、変位計測など

構造物全体
にとって重要

耐久性、第三者障害
などにとって重要 今までは部分

的な診断中心

1

5

9

13

17

21

25

29

33

37

41

45

S
1 S
3 S
5 S
7 S
9

S
11 S
13 S
15 S
17 S
19 S
21 S
23 S
25 S
27 S
29 S
31 S
33 S
35 S
37 S
39

-135.00-125.00
-115.00
-105.00-95.00
-85.00
-75.00-65.00-55.00
-45.00-35.00
-25.00-15.00-5.00
5.00

A厚み１００ｍｍ（補正あり） -5.00-5.00

-15.00--5.00

-25.00--15.00

-35.00--25.00

-45.00--35.00

-55.00--45.00

-65.00--55.00

-75.00--65.00

-85.00--75.00

-95.00--85.00

-105.00--95.00

-115.00--105.00

-125.00--115.00

-135.00--125.00

超音波法によるコンクリート内部空隙探査（平田）

修正結果

深さ： 3cm

59

コンクリート構造物の
サーモグラフィー法による検査結果例

64.7

23.4

44.1

33.5

54.8

写真に示した個所において欠陥部を検知

得られた熱画像より、解析および実験結果をもとに
内部の欠陥状態(位置、大きさ)を推定する

60
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レーダー法による空隙再現法（朴）

61

可視画像 近赤外分光画像

塩
分

量
(k

g
/m

3
)

0

5

15

20

0

5

15

20

塩分を含んだコンクリート表面箇所の抽出

（金田尚志）

62

鉄筋の腐食しやすさは，
コンクリート表面の塩分量の影響を受ける

コンクリート表面の塩化物イオン量分布を測定

補修・補強はどうする？

• 100年以上の高い耐久性を確保することが必要と
されているコンクリート構造物をどのようにして建
設、維持管理するかが重要である。

• 最も必要なことは、コンクリート内部への有害物
質等の浸透を防ぐことである。

耐久設計と維持管理技術向上

64

原 因
コンクリート

構造物
の劣化

酸素
炭酸ガス
塩 分
水 分

中性化
塩化物イオン
凍結融解
アルカリ骨材反応

劣化を促進
させる原因
を除くこと

耐久性向上・補修の目的は？

コンクリー
トは

多孔材料
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耐久性向上・補修の具体的な方法

中性化による鋼材腐食

塩化物イオンによる鋼材腐食

凍結融解による割れ等

アルカリ骨材反応による割れ

活荷重による疲労劣化

炭酸ガス浸透制御

表面被覆・含浸等

塩分の浸透制御

表面被覆・含浸等

水分の浸透制御

表面被覆・含浸等

水分の浸透制御

表面被覆・含浸等

発生応力の制御

断面増加・補強等

外部から塩化物イオンなどが作用する場合の補修

下塗材、中塗材、
上塗材

鉄筋

ひび割れ注入剤

コンクリート

荷重等による
コンクリート
ひび割れ発生など

樹脂含浸剤など

有
害
イ
オ
ン
等

促進中性化：材令８週間

完全注入 注入無し

中性化部分

注入樹脂

２．５ｃｍ

ひび割れ注入後の中性化 （星野）

注入程度１ｃｍ 注入程度２ｃｍ

拡大図

２．５ｃｍ

中性化部分

注入樹脂

ひび割れ注入後の中性化（部分注入） （星野）
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1 3

中
央 6 8

9.5

8.5
7.5

6.5
5.5

4.5
3.5

2.5
1.5

0.5
0 1

.
5

3 4
.
5

6 7
.
5

9 1
0
.
5

1
2

1
3
.
5

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

0 1472 4 1210

解析モデル端部からの距離 (cm)

(解析値)(20℃-ひび割れ幅0.09mm 実測値)

crack

解
放

面
か

ら
の

距
離

(c
m

)

6.25 3.25 3.25

ひび割れ中央部からの距離
(cm)

ひび割れ部の塩化物イオン濃度

（塚原絵万）

（白色部分：Cl）

ひび割れ注入後の塩分浸透（部分注入） （星野）

EPMAによる塩分浸透の確認
（W/C70%:注入深さ１ｃｍ）

注入剤

コーティングによる
塩分の遮蔽

コーティングに欠陥ある
場合の塩分浸透

コーティングのない
コンクリート中への

塩分の浸透

コーティングの欠陥が存在する場合の塩分浸透
（実験結果）

71

ポリマーセメントモルタルによる遮蔽効果
（実験結果）

ポ
リ

マ
ー

セ
メ

ン
ト

モ
ル

タ
ル

（
3
層

）

72
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0

5

10

15

20

25

30

35

\- \5,000 \10,000 \15,000 \20,000 \25,000 \30,000

補修費用(円/㎡ )

鉄
筋

腐
食

面
積

率
(%

)

補修費用と鉄筋腐食面積率

予想曲線

何故こうな
るの？

コーティング後
の腐食浮き

補修後の再劣化事例

塩害を受けた
PC橋梁上部工

補修後の
再劣化

５．これからは
どのようなことが
起こりうるのか？
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担い手の減少・高齢化
技術の継承

予算配分の減少
過疎化

著しい自然災害の防止
減災対策

既設構造物の改修・
維持管理

建設分野で考慮しなければならないのは

今日の建設分野で対応しなければならないのは
技術的な問題ばかりでなく・・・

77

多くの橋梁が地方自治体，とりわけ市町村で管理

地方自治体管理橋梁

78

国土交通省

高速道路会社

道路公社

都道府県

政令市

市区町村

高速道路会社3%
約2.3万橋

道路公社0.3%
（約2,000橋）

都道府県19%

（約13万橋）

政令市 6%

（約4.6万橋）

国土交通省5%

約3.8万橋

市町村 66%

（約48万橋）

橋梁
約72万橋

H27.11 道路メンテナンス年報

79

地方自治体の土木技術者の状況

町の3割，村の6割で橋梁管理に携わる土木技術者数がいない

橋梁管理に携わる土木技術者数（道路局調べ）

H27.11 道路メンテナンス年報
80

出典：国土交通省

地方公共団体管理橋梁の点検状況の推移



21

① 初年度30億円とし、毎年の増減なしの場合

必要な維持更新費を確保しており，
2016年以降，点検健全度３を確保できる

公共土木施設長寿命化検討委員会 報告書
平成18年3月、北海道建設部

81

点検健全度

■ 1： 損傷著しい，安全確保の支障となる恐れがある。
■ 2： 損傷大きい。補修・補強の要否の検討が必要。
■ 3： 損傷認められ，追跡調査行う必要がある。
■ 4： 損傷認められ，その程度を記録する必要ある。
■ 5： 損傷は認められない。

損傷著しい

健全度5：損傷なし

↓平均点検健全度

健全度4：損傷あり・記録

健全度3：損傷あり・追跡調査

健全度2：損傷大きい，
補修補強の要否検討

② 初年度30億円とし、毎年3％減少の場合

初年度より維持更新費が不足しており，
2016年以降，点検健全度１が急増する

82

公共土木施設長寿命化検討委員会 報告書
平成18年3月、北海道建設部

点検健全度

■ 1： 損傷著しい，安全確保の支障となる恐れがある。
■ 2： 損傷大きい。補修・補強の要否の検討が必要。
■ 3： 損傷認められ，追跡調査行う必要がある。
■ 4： 損傷認められ，その程度を記録する必要ある。
■ 5： 損傷は認められない。

健全度1：
損傷著しい

健全度5：損傷なし

健全度１が急増

↓平均点検健全度

83

総務省：公共施設及びインフラ資産の将来の更新費用の比較分析に関する調査結果

総務省での検討：インフラ更新費用算出の条件 高齢期に入る社会資本
84

建設後５０年以上経過する社会資本の割合

トンネル
（約1万本）

約２０％ 約３４％ 約５０％

Ｈ２５年３月

河川管理施設（水門等）
（約1万施設）

約２５％ 約４３％ 約６４％

下水道管きょ
（総延長 約45万km）

約２％ 約９％ 約２４％

港湾岸壁
（約5千施設）

約８％ 約３２％ 約５８％

出典：平成２６年度国土交通白書より作成

道 路 橋
（約40万橋）

約１８％ 約４３％ 約６７％

Ｈ３５年３月 Ｈ４５年３月
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過疎化が進む地域の人口推移（予測：2050年）
85

人口半減する地域が6割以上

86

都市の人口区分別インフラ更新費用：一人当たりの将来の
1年当たり更新費用の見込み額（千円/人）

0

50

100

150

200

250

300

公共施設 道 路 橋 梁

上水道 下水道 総合計

総務省：公共施設及びインフラ資産の将来の更新費用の比較分析に関する調査結果

87

通行止め事例：吊り橋ケーブル破断

ケーブル４／
６が完全破断
（素線148/222

破断）

ラッピングワイヤーの状況

ケーブル破断状況

出典：国土交通省中部地方整備局資料
88

全国橋梁の通行規制等橋梁の推移(15m以上)

橋梁の通行止め・通行規制数は年々増加。５年で約１．７倍に
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89

通行止め・通行規制橋梁位置（橋長15m以上）

国
都道府県
政令市

市町村 合計

通行止め 0 9 223 232

通行規制 1 149 999 1149

通行規制数は15m以上の橋梁（H25.4時点）

通行止め，通行規制の
大半が市町村管理橋梁

通行止め ： ９６％
通行規制 ： ８７％

● ： 通行止め

● ： 通行規制

89

６．構造物の維持管
理を担うエンジニア
が必要

これからの社会
91

・人口減少・高齢化，過疎化

・労働者も減少・高齢化

・公共事業費の減少

・社会資本インフラの老朽化

・安全・安心に長期間使えるよう計画
設計し、適切な維持管理が大切。

・少ない予算，人員で効率的に建設・
維持管理を行う必要がある。

社会資本インフラをとりまく環境

これからの社会は・・・

100年以上活用することを重視した設計施工と生産性向上が重要

新しい専門技術者の育成

これからは
・先人たちの建設した
・大量の古い構造物を
・今までより少ない数の技術者で
・少ない経費で維持管理しなければならない

新しいシステムの構築が必要である
1) 耐久性を最も重要な要求性能として

構造物を建設・維持管理する必要性
2)  既設構造物をより効率的に建設・維持

管理する手法の開発が重要である

建設分野の将来

耐久性能を重視し
た新設構造物の
建設

既設構造物のた
めの新しい維持管
理システムの開発
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・かぶりの増大、Ｗ／Ｃの小さな
コンクリートの使用

・表面コーティング・防食パネル
・エポキシ樹脂塗装鉄筋やFRP

補強材
・電気防食

エポキシ樹脂
塗装鉄筋など

かぶり

コーティング，防食パネル

塩化物イオンなどによるコンクリート中の鉄筋の防食

関西空港でのエポキシ樹脂塗装鉄筋の利用

新気仙大橋での建設工事

融雪剤等による構造物劣化防止のためのEP筋活用 CFCCを利用したプレキャストコンクリート梁の製造
（2017.07 小名浜港）
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コンクリート構造物の維持管理を担当
できる

専門技術者の育成

コンクリート診断士 コンクリート構造診断士

日本コンクリート工
学会

日本プレストレストコ
ンクリート工学会

コンクリート構造物の診断・維持管理
を行える技術者

コンクリート診断士・構造診断士に求められているの
は主に以下の事柄である。

•コンクリート構造物の劣化の程度を診断し、構造物の
安全性を評価すること

（診断のための計画、調査・測定、評価および判定
に関する知識が必要とされる）

•維持管理の提案をすること

（劣化の進行予測と各種対策の効果の予測などの
知識が必要とされる）

コンクリート診断士・構造診断士とは
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コンクリート診断士の推移

人
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2018年4月コンクリート診断士の業種別登録者

0 10 20 30 40 50

官 庁

独立行政法人・事 業団等

地方自治体等

大学・学校

設計事務 所

コンサル タント

エンジニアリング

セメント

混和材料

生コンク リート

コンクリート製 品

建 設

調査診断

試 験

電力・ガス

鉄 道

道 路

その他

登録者の割合（％）

39.3%

24.1%

5.7%



26

0

500

1000

1500

2000

2500

北
海

道

青
森

岩
手

宮
城

秋
田

山
形

福
島

茨
城

栃
木

群
馬

埼
玉

千
葉

東
京

神
奈

川

新
潟

富
山

石
川

福
井

山
梨

長
野

岐
阜

静
岡

愛
知

三
重

滋
賀

京
都

大
阪

兵
庫

奈
良

和
歌

山

鳥
取

島
根

岡
山

広
島

山
口

徳
島

香
川

愛
媛

高
知

福
岡

佐
賀

長
崎

熊
本

大
分

宮
崎

鹿
児

島

沖
縄

1992

1057

867
730 676

2018年4月コンクリート診断士の都道府県別登録者
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国土交通省登録資格の概要

（国土交通省HPより）

公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技
術者資格登録簿

国土交通省

平成３０年２月２７日
大 臣 官 房 技 術 調 査 課
大臣官房公共事業調査室

登録年月日 
登録番号

（品確技資第
○号）

 資格の名称 施設分野 業 務 
知識・技術を

求める者
担当学会

平成27年1月26日  第29号 コンクリート構造診 断士 橋梁（コンク リート橋） 点検 担当技術者 PC
第33号 コンクリート診断士 橋梁（コンク リート橋） 点検 担当技術者 JCI
第38号 コンクリート構造診 断士 橋梁（コンク リート橋）  診断 担当技術者 PC

平成28年2月24日 第61号 コンクリート診断士 橋梁（鋼橋） 点検 担当技術者 JCI
第70号 コンクリート診断士 橋梁（鋼橋） 診断 担当技術者 JCI
第82号 コンクリート診断士 橋梁（コンク リート橋） 診断 担当技術者 JCI
第88号 コンクリート診断士 トンネル 点検 担当技術者 JCI
第95号 コンクリート診断士 トンネル 診断 担当技術者 JCI

第191号 コンクリート構造診 断士 トンネル 点検 担当技術者 PC
第195号 コンクリート構造診 断士  トンネル 診断 担当技術者 PC

８．まとめ
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105

これからの日本の人口を考えた対応が重要

105

１）人口減少は作業員、技術者の減少を招く。

２）予算の減少は新規建設、補修・補強のため
の費用をも減少させることになり、全ての既設
構造物を同程度に維持管理することは困難と
なる。

３）構造物の建設ではもっと想定外の自然現象
について考慮し、災害の防止と維持管理の容
易さを第一義に考える必要がある。

４）技術の伝承のためには、新規建設と維持管
理が適宜行えるように配慮し、若手技術者も
関与できるように配慮する必要がある。（東京
オリンピックのようなプロジェクトの有効活用・・）

これからのコンクリート分野の技術者は

新しい設計・施工・維持管理技術を
上手に利用すれば、

インフラを100年以上活用し、
安全で安心して住める国を

維持することができる！

是非、若手技術者の育成に
主眼を置いた行動を！

御清聴
ありがとうございます


